
平成１９年度当初予算　主な新規要求事業一覧

番
号 事業名及び所管課 事　　業　　の　　概　　要

1 仕事から早く帰ろうキャン
ペーン（仮称）事業費
[総合政策課]

父親はじめ子育て家庭の保護者の働き方を見直し、毎月一
定の日には早く帰って、家族揃って夕食を食べたり、父親
が子育てに参加する機会を増やすため、県民運動として
「仕事から早く帰ろうキャンぺーン」（仮称）を展開
○保護者が早く帰る日の設定
○標語、ポスターデザイン、保護者に早く帰ってやってほ
　しいことを小学生を中心に募集
○企業、労働団体への周知

2 結婚・出産・子育て世代
へのメッセージ発信事業
費
［総合政策課］

県民に結婚・出産・子育てをポジティブに考えて頂くよ
う、その素晴らしさを伝えるメッセージを募集し、優秀作
品をシンポジウムで発表
○メッセージの募集…広く全国から募集
○メッセージの審査…ぎふ少子化対策県民連携会議県民運
　動推進部会メンバーで審査
○シンポジウムで優秀作品を表彰
○啓発リ－フレット等によりＰＲ

3 岐阜県少子化対策基本
条例（仮称）啓発事業費
［総合政策課］

平成１９年３月制定予定の岐阜県少子化対策基本条例（仮
称）の内容や本県の少子化の現状、対策を広く県民に周知
するため、一般周知用リーフレットと子供向け絵本を作成
○一般周知用リーフレット作成
○子供向け絵本作成

4 放課後子ども教室推進
事業費
[男女参画青少年課]

放課後の子どもの健やかな活動場所の確保を目的とした総
合的対策
○放課後子ども教室推進事業費補助金
　・実施内容：放課後子ども教室を実施する市町村への教
　　　　　　　室運営費補助
　・対象団体：市町村
○放課後子どもプラン推進事業費
　・実施内容：厚生労働省事業（放課後子どもクラブ(子
　　　　　　　ども家庭課)）との連携方策の推進
　　　　　　　　推進委員会設置、指導者研修の実施、
　　　　　　　　コーディネーター研修の実施

5 岐阜県子育て支援企業
登録制度事業費
[男女参画青少年課]

子育てに積極的に取り組む中小企業の登録制度を創設し、
県として登録企業のＰＲ等を実施
○登録制度
　・対象企業：常時雇用労働者数 300人以下の中小企業
　・登録内容：企業名、従業員の子育て支援のための取組
　　　　　　　みの具体的内容
　　　　　　　　レベル１…従業員の子育て支援のための
　　　　　　　　　　　　　取組みを行うこととした企業
　　　　　　　　レベル２…次世代育成支援対策基本法に
　　　　　　　　　　　　　基づく行動計画策定企業
　・効　　果：県ＨＰ等を通じたＰＲ、ステッカーの交付
　　　　　　　中小企業制度融資における低利融資（子育
　　　　　　　て支援枠）←レベル２の企業を想定

少子化対策の推進
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6 周産期医療対策事業費
［保健医療課］
（重点政策）
（国補）

妊娠、出産から新生児に至る高度専門的な医療を効果的に
提供し、安心して子どもを生み育てることができる環境づ
くりを整備

○背景
・当県は周産期死亡率、妊婦死亡率とも全国平均より高い
　＊周産期死亡率(H16年度）
　　　　岐阜県 5.2　 全国 5.0
　＊妊婦死亡率(1995～2004年平均)
　　　　岐阜県 7.57  全国 6.39
○事業概要
・周産期医療協議会の開催（年２回）
　　･･･周産期医療ネットワークや周産期搬送システムの
　　　 整備等について具体的に検討
・周産期医療関係者研修会の開催（年１回）
　　･･･県内の小児科及び産婦人科の医師、保健師等に対
　　　 し研修を実施
・週産期医療関連調査（年１回）
    ･･･周産期医療を担っている施設における新生児死亡
　　　 数、母体、新生児搬送件数などのデータ集計
　7 地域子育て応援ステー

ション設置支援事業費
[子ども家庭課]

「市町村版ぎふ子育て応援ステーション」をはじめとする
子育て拠点の設置を促進
①子育て相談窓口モデル「ぎふ子育て応援ステーション」
　の運営
・子育て相談
・子育て支援者向け相談（週１回（金曜日）相談日を設
　定、出張相談を別途開催）
・子育て支援者人材バンク（サポーターを登録・管理、市
　町村へ紹介）
・従事相談員向け事例研修会（県直営分・年８回）
　→ステーション相談員がより適切に対応できるよう県が
　　研修を実施
②市町村に対する応援拠点運営ノウハウの提供
・市町村担当者向け子育て実践講座の開催
・市町村別交流会（子育てサポーターと市町村事業等との
　マッチングを実施）
③実践的に活動できる子育て支援者の人材育成
・子育てサポーター向け子育て実践講座の開催
・子育てマイスターの認定（上記実践講座修了者をマイス
　ターに認定）

8 「アンヨはじょうず」ラジオ
子育て相談事業費
[子ども家庭課]

子育てに関する不安や悩みを解決するヒントを提供し、ま
た県の子育て支援施策、相談窓口等を紹介するため、ラジ
オ番組を利用し情報提供
→平成18年度までは「アンヨはじょうず」テレビ放送事業
を実施。
　子育て中の親は多忙であり、手を止めて視聴しなければ
ならないテレビではなく、家事等のかたわら耳を傾けるこ
とができる手軽なラジオにリニューアル
［事業内容］
・週１回年間５２本
・１回あたり１０分間
・「ぎふ子育て応援ステーション」に寄せられるよくある
　相談などを取り上げ、子育ての悩みに答えるとともに、
　県の施策も合わせて紹介
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9 中小企業制度融資資金
貸付金
[中小企業課]

県と金融機関の協調による中小企業向け低利融資及びこれ
に併せて行う金融機関への損失補償、保証料補給の実施等
　＜新規メニューの追加＞
　○「経営合理化資金（子育て支援枠）」の創設
　　少子化対策に積極的に取り組む中小企業者の資金調達
　　を支援
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